
中期目標に関しては、約８６％が反対
や懸念を表明（意見総数１,３７６件）

※環境省「地球温暖化対策法」の制定に向けた意見募集に寄せ
られた主な意見について（環境省）

「基本法」に関するパブリックコメントの結果

国内排出量取引制度について、約６３％が
反対や懸念を示した。（意見総数８１６件）

地球温暖化対策税･税制のグリーン化につ
いて、約８１％が反対や懸念を示した。
（意見総数８７１件）

昨年12月に実施された「地球温暖化対策の基
本法」の制定に向けた意見の募集においては、
中期目標、国内排出量取引制度、地球温暖化
対策税等について懸念を示す声が大多数との
結果がでている。
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産業の空洞化を招き国民生活への
影響も大

中期目標など総合的に検討し、国
民の判断を仰ぐ過程経ず基本法に
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経済･雇用、国民生活に悪影響を
及ぼす

努力していないものが得をする制
度になりかねない

国富が海外に流出する

マネーゲーム化し、技術開発等の
投資インセンティブを削ぐ

義務的参加型等の条件を満たす制
度を導入すべき

その他
反対･懸念

63％

反対･懸念
63％



国民負担に関する世論調査と研究機関の分析
●内閣府世論調査（２１年５月）によると、地球温暖化対策のために許容可能な家計負担について、約６

割が月当たり１,０００円未満と回答している。
●一方、タスクフォースの研究機関による分析では、２５％削減を真水で実施した場合の可処分所得は、

基準ケースに対して年間▲１３～▲７６．５万円（月当たり約▲１.１～▲６.４万円）減少すると示さ
れており、負担レベルに関する国民感覚との乖離が大きい。国民目線に立った議論が必要。

国立環境研究所

※地球温暖化問題に関する閣僚委員会第４回タスクフォース資料（21年11月16日）

慶応大学産業研究所

地球温暖化対策のために１か月当たりどの程度なら家計の負担が増えても良いと考えるか

約６割が月当たり１､０００円未満と回答

※地球温暖化対策の中期目標に
関する世論調査の結果
（21年5月16日 内閣官房）



主要排出国の中期目標

●先進国の目標は現状から排出量を減少するものであるが、中国とインドの目標はGDP
当たり排出量（GDP原単位）の改善であり、今後の経済成長も踏まえると、2020年の
両国の排出量は大幅な増加が想定される。RITEの試算では、中国とインド両国の2020
年の排出規模は、05年の約２倍に増加するとしている。

●一人当たりCO2排出量は、現状では中国、インドに比べて先進国が高いが、各国の目
標を踏まえると、2020年には中国の一人当たりCO2排出量がＥＵや日本を上回るレベ
ルになると想定される。

※左表の各国排出量を国連「World Populaion Prospects 　　
　The 2008 Revision」で示された人口で除したもの。
　目標に幅のある国については、高い目標で試算したもの。

一人当たりCO2排出量
（t-CO2/人）

主要排出国の中期目標

0 .0

5 .0

1 0 .0

15 .0

20 .0

米国 日本 EU 中国 インド

2005年 2020年（億t-CO2）

中期目標
1990年比
換算

2005年比
換算

2005年
排出量

2020年
排出量※

日本 1990年比▲25％ ▲25％ ▲30％ 12 8

ＥＵ27
1990年比

▲20～▲30％
▲20～
▲30％

▲14～
▲25％

40 28～30

米国 2005年比▲17％ ▲3％ ▲17％ 58 48

中国
GDP原単位を2005年比

▲40～▲45％
＋327～
+366％

＋105～
＋88％

51 96～104

インド
GDP原単位を2005年比

▲20～▲25％
＋344～
373％

＋142～
＋127％

11 26～28

（出所）IEA、RITE。

　　※日本、EU、米国は排出実績に各国目標の削減率を乗じて算出。中国、インドはRITEの試算。



先進国の中期目標に関する研究機関等の分析

●ＩＥＡでは、世界の温室効果ガス濃度を450ppmで安定化させるために必要な各国の削減目
標を試算。欧米の中期目標がＩＥＡの数値に近いものであるのに対して、日本の中期目標
のみＩＥＡの必要目標値を大幅に上回っている。

●途上国37カ国の国別削減目標の設定案（2009年6月）においても、日本のエネルギー効率が
高いことを踏まえ、相対的に低い数値を求めている。

●ＲＩＴＥの分析では、日本の限界削減費用は476＄と、欧州の高位ケース（1990年比▲30％）
との比較でも3.5倍と突出。

▲19％

▲28％

（EC)

▲26％

途上国※2

（1990年比）

476＄▲10％▲25％
1990年比
▲25％

日本

48～135＄
▲23％▲20～▲30％

1990年比
▲20～30％

ＥＵ

60＄▲3％▲3％
2005年比
▲17％

米国

限界削減費用
※3

IEA※1

（1990年比）
1990年比換算各国目標

※1 IEA（国際エネルギー機関）が、昨年10月の「World Energy Outlook 2009」で示した世界の温室効果ガス濃度を
450ppmで安定化させるために必要な各国の削減目標の試算。

※2 国連AWG-KPにおける途上国37カ国からの附属書Ⅰ国の削減割当に関する提案（2009年6月）。欧州については
EUではなく、EC（European Community）。

※3 RITE（地球環境産業技術研究機構）が、昨年12月の「世界各国の中期目標の分析」で示したもの。



約４億t（政府1億t＋電力2.5億t＋鉄鋼5600万t）×15～30ユーロ（t-ＣＯ2）×130円（≒1ユーロ）

＝５年間で7,800億～１兆5,600億円 ≒　１兆円

京都議定書目標（90年比▲6％）達成のためのクレジット購入額

約2.1億t×15～30 ユーロ（t-Co2）×130円（≒1ユーロ）

＝ 約4,100億～8,200億円　/　年
⇒　５年間で約２兆～４兆円

90年比25％削減(05年比30％削減)のためのクレジット購入額(想定)
－05年比15％分を国内対策で削減、残りの15％分をクレジット購入で達成の場合－

クレジット購入による負担額


